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• 安全管理体制が整わなければ、減算になります。

• 栄養マネジメント加算が廃止になり、義務化されました。

• 減算になります

ポイント



５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、安全管理体制未実施
減算として、１日につき５単位を所定単位数から減算する。

告示：安全管理体制未実施減算



八十六の二 介護福祉施設サービスにおける安全管理体制未実施減算の基準

指定介護老人福祉施設基準第三十五条第一項に規定する基準に適合しているこ
と。

大臣基準



第三十五条 指定介護老人福祉施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、

次の各号に定める措置を講じなければならない。

一 事故が発生した場合の対応、次号に規定する報告の方法等が記載された事故発

生の防止のための指針を整備すること。

二 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事

実が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備する

こと。

三 事故発生の防止のための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。 ）及び従業者に対する研修を期的に行うこと。

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

２ 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設 は 、 入 所 者 に 対 す る 指 定 介 護 福 祉 施 設 サ ー ビ ス の 提 供 に よ り 事 故 が 発 生 し た 場 合 は 、

速 や か に 市 町 村 、 入 所 者 の 家 族 等 に 連 絡 を 行 う と と も に 、 必 要 な 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。

３ 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設 は 、 前 項 の 事 故 の 状 況 及 び 事 故 に 際 し て 採 っ た 処 置 に つ い て 記 録 し な け れ ば な ら な い 。

４ 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設 は 、 入 所 者 に 対 す る 指 定 介 護 福 祉 施 設 サ ー ビ ス の 提 供 に よ り 賠 償 す べ き 事 故 が 発 生 し

た 場 合 は 、 損 害 賠 償 を 速 や か に 行 わ な け れ ば な ら な い 。

基準：



（事故発生の防止及び発生時の対応に係る経過措置）

第十条 この省令の施行の日から起算して六月を経過する日までの間、 （中略）
これらの規定中「次の各号に定める措置を講じなければ」とあるのは「次の第一
号から第三号までに定める措置を講じるとともに、次の第四号に定める措置を
講じるよう努めなければ」とする。

基準省令 附則



( 1 ) 事故発生の防止のための指針 (第一項第一号 )

指定介護老人福祉施設が整備する「事故発生の防止のための指針」には、次のよ

うな項目を盛り込むこととする。

① 施設における介護事故の防止に関する基本的考え方

② 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関する事項

③ 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針

④ 施設内で発生した介護事故、介護事故には至らなかったが介護事故が発生

しそうになった場合 (ヒヤリ・ハット事例 )及び現状を放置しておくと介護事故に

結びつく可能性が高いもの (以下「介護事故等」という。 )の報告方法等の介護に

係る安全の確保を目的とした改善のための方策に関する基本方針

⑤ 介護事故等発生時の対応に関する基本方針

⑥ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針

⑦ その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本方針

基準解釈通知 ：

3 7  事故発生の防止及び発生時の対応 （ 基 準 省 令 第 3 5 条 ）



( 2 ) 事実の報告及びその分析を通じた改善策の従業者に対する周知徹底 (第一項第二号 )

指定介護老人福祉施設が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、介護事故

等について、施設全体で情報共有し 、今後の再発防止につなげるためのものであり 、決して

従業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要である。

具体的には、次のようなことを想定している。

① 介護事故等について報告するための様式を整備すること。

② 介護職員その他の従業者は、介護事故等の発生ごとにその状況、背景等を記録すると

ともに、①の様式に従い、介護事故等について報告すること。

③ ( 3 )の事故発生の防止のための委員会において、②により報告された事例を集計し 、

分析すること。

④ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を分析し 、介護事故等の発生

原因、結果等をとりまとめ、防止策を検討すること。

⑤ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。

⑥ 防止策を講じた後に、その効果について評価すること。

基準解釈通知 ：

3 7  事故発生の防止及び発生時の対応 （ 基 準 省 令 第 3 5 条 ）



⑶ 事故発生の防止のための委員会 （第 １項第３号 ）

指定介護老人福祉施設における 「事故発生の防止のための検討委員会 」 （以下 「事故防止検

討委員会 」という 。 ）は 、介護事故発生の防止及び再発防止のための対策を検討する委員会

であり 、幅広い職種 （例えば、施設長 （管理者 ） 、事務長、医師、看護職員、介護職員、生活相

談員 ）により構成し 、構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすることが必要である。

事故防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、

個人情報保護委員会 ・厚生労働省 「医療 ・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス 」 、厚生労働省 「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン 」等

を遵守すること。

なお、事故防止検討委員会は、運営委員会など他の委員会と独立して設置 ・運営することが

必要であるが、関係する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議

体を設置している場合、これと一体的に設置 ・運営することとして差し支えない。 事故防止

検討委員会の責任者はケア全般の責任者であることが望ましい。

また 、事故防止検討委員会に施設外の安全対策の専門家を委員として積極的に活用するこ

とが望ましい

基準解釈通知 ：

3 7  事故発生の防止及び発生時の対応 （ 基 準 省 令 第 3 5 条 ）



( 4 ) 事故発生の防止のための従業者に対する研修 (第一項第三号 )

介護職員その他の従業者に対する事故発生の防止のための研修の内容としては、
事故発生防止の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該指
定介護老人福祉施設における指針に基づき、安全管理の徹底を行うものとする。

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定介護老人福祉施設が指
針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育 (年二回以上 )を開催する
とともに、新規採用時には必ず事故発生の防止の研修を実施することが重要で
ある。

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、職
員研修施設内での研修で差し支えない。

基準解釈通知 ：

3 7  事故発生の防止及び発生時の対応 （ 基 準 省 令 第 3 5 条 ）



⑸ 事故発生防止等の措置を適切に実施するための担当者（第１項第４号）

指定介護老人福祉施設における事故発生を防止するための体制として、⑴から
⑷までに掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要で
ある。当該担当者としては、事故防止検討委員会の安全対策を担当する者と同
一の従業者が務めることが望ましい。

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第 1 0条におい
て、６ヶ月間の経過措置を設けており、令和３年９月3 0日までの間は、努力義務
とされている。

基準解釈通知 ：

3 7  事故発生の防止及び発生時の対応 （ 基 準 省 令 第 3 5 条 ）



⑹ 安全管理体制未実施減算について

安全管理体制未実施減算については、介護老人福祉施設基準第３５条第１項に
規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌月から基準に満たない
状況が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数から減算
することとする。

なお、同項第４号に掲げる安全対策を適切に実施するための担当者は、令和３
年改正省令の施行の日から起算して６月を経過するまでの間、経過措置として、
当該担当者を設置するよう努めることとしているため、当該期間中、当該減算
は適用しない。

報酬解釈通知



６ 栄養管理について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、１
日につき 1 4単位を所定単位数から減算する。

告示



（栄養管理）

第十七条の二指定介護老人福祉施設は、入所者の栄養状態の維持及び改善を図
り、自立した日常生活を営むことができるよう、各入所者の状態に応じた栄養
管理を計画的に行わなければならない

基準省令



基準省令第 1 7条の２は 、指定介護老人福祉施設の入所者に対する栄養管理について 、 令和 ３年度より

栄養マネジメン ト加算を廃止し 、栄養ケア ・ マ ネジメン トを基本サービスとして行うことを踏まえ 、管理

栄養士が 、入所者の栄養状態に応じて 、 計画的に行うべきことを定めたものである 。ただし 、 栄養士の

みが配置されている施設や栄養士又は管理栄養士を置かないことができる施設については 、併設施設

や外部の管理栄養士の協力により行うこととする 。

栄養管理について 、以下の手順により行うこととする 。

イ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し 、医師 、管理栄養士 、歯科医師 、看護師 、介護支援専門員そ

の他の職種の者が共同して 、入所者ごとの摂食 ・ 嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作

成すること 。栄養ケア計画の作成に当たっては 、 施設サービス計画との整合性を図ること 。なお 、栄養

ケア計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は 、 その記載をもって栄養ケア計画

の作成に代えることができるものとすること 。

ロ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い 、管理栄養士が栄養管理を行うとともに 、 入所者の栄養状態を定

期的に記録すること 。

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し 、 必要に応じて当該計画を見直すこと 。

ニ 栄養ケア ・ マネジメン トの実務等については 、 「 リ ハビ リテーシ ョン ・ 個別機能訓練 、 栄養管理及び口

腔管理の実施に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について 」 （ 令和 ３年 ３

月 1 6日老認発 0 3 1 6  第 ３号 、老老発 0 3 1 6  第２号 ） 第 ４において示しているので 、参考とされたい 。

基準解釈通知：1 7  栄養管理



なお、当該義務付けの適用に当たっては、指定居宅サービス等の事業の人員、設
備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和３年厚生労働省令第９
号。以下「令和３年改正省令」という。 ）附則第８条において、３年間の経過措置
を設けており、令和６年３月3 1日までの間は、努力義務とされている。

附則第８条

（栄養管理に係る経過措置）

第八条この省令の施行の日から令和六年三月三十一日までの間、 （中略）規定の
適用については、これらの規定中「行わなければ」とあるのは「行うよう努めな
ければ」とする

基準解釈通知：1 7  栄養管理



⑺ 栄養管理に係る減算について

栄養管理の基準を満たさない場合の減算については、指定介護老人福祉施設基
準第２条に定める栄養士又は管理栄養士の員数若しくは指定介護老人福祉施設
基準第 1 7条の２（指定介護老人福祉施設基準第4 9条において準用する場合を
含む。 ）に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌々月から基準
を満たさない状況が解決されるに至った月まで、入所者全員について、所定単
位数が減算されることとする（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至っ
ている場合を除く。 ） 。

報酬解釈通知



第４ 施設サービスにおける栄養ケア・マネジメント及び経口移行加算等に関す
る基本的な考え方並びに事務処理手順例及び様式例の提示について

１ 栄養ケア・マネジメントの基本的な考え方

高齢者の低栄養状態等の予防・改善のために、個別の高齢者の栄養健康状態に
着目した栄養ケア・マネジメントの実施を、介護報酬上、栄養マネジメント加算と
して評価してきたところであるが、令和３年度介護報酬改定において、介護保険
施設における栄養ケア・マネジメントの取組を一層強化する観点から、栄養マネ
ジメント加算を廃止し、栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことと
した。さらに、入所者全員への丁寧な栄養ケアの実施や体制の充実を評価する
栄養マネジメント強化加算を新設した。栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態の
リスクにかかわらず、入所者全員に対し、各入所者の状態に応じ実施することで、
低栄養状態等の予防・改善を図り、自立支援・重度化防止を推進するものである。

「 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン ・ 個 別 機 能 訓 練 、 栄 養 管 理 及 び 口 腔 管 理 の 実 施 に 関 す る 基 本 的 な

考 え 方 並 び に 事 務 処 理 手 順 及 び 様 式 例 の 提 示 に つ い て 」 （ 令 和 ３ 年 ３ 月 1 6 日 老 認 発

0 3 1 6  第 ３ 号 、 老 老 発 0 3 1 6  第 ２ 号 ） 第 ４



２ 栄養ケア・マネジメントの実務等について

⑴ 栄養ケア・マネジメントの体制

ア 栄養ケア・マネジメントは、ケアマネジメントの一環として、個々人に最適な栄養

ケアを行い、その実務遂行上の機能や方法手順を効率的に行うための体制をいう。

イ 施設長は、管理栄養士と医師、歯科医師、看護師及び介護支援専門員その他の職

種（以下第４において「関連職種」という。 ）が共同して栄養ケア・マネジメントを行

う体制を整備すること。

ウ 施設長は、各施設における栄養ケア・マネジメントに関する手順（栄養スクリーニ

ング、栄養アセスメント、栄養ケア計画、モニタリング、評価等）をあらかじめ定める。

エ 管理栄養士は、入所者又は入院患者（以下「入所（院）者 」という。 ）に適切な栄養

ケアを効率的に提供できるよう関連職種との連絡調整を行う。

オ 施設長は、栄養ケア・マネジメント体制に関する成果を含めて評価し、改善すべ

き課題を設定し、継続的な品質改善に努める。



⑵ 栄養ケア・マネジメントの実務

ア 入所（院）時における栄養スクリーニング

介護支援専門員は、管理栄養士と連携して、入所（院）者の入所（院）後遅くとも

１週間以内に、関連職種と共同して低栄養状態のリスクを把握する（以下「栄養

スクリーニング」という。 ） 。なお、栄養スクリーニングは、別紙様式４－１の様式

例を参照すること。

イ 栄養アセスメントの実施

管理栄養士は、栄養スクリーニングを踏まえ、入所（院）者毎に解決すべき課題

を把握する（以下「栄養アセスメント」という。 ） 。栄養アセスメントの実施にあ

たっては、別紙様式４－１の様式例を参照すること。



ウ 栄養ケア計画の作成

① 管理栄養士は、前記の栄養アセスメントに基づいて、入所（院）者のⅠ）栄養

補給（補給方法、エネルギー・たんぱく質・水分の補給量、療養食の適用、食事の

形態等食事の提供に関する事項等）、Ⅱ）栄養食事相談、Ⅲ）課題解決のための

関連職種の分担等について、関連職種と共同して、別紙様式４－２の様式例を参

照の上、栄養ケア計画を作成する。その際、必要に応じ、理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、歯科衛生士の助言を参考とすること。なお、 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設 の 人 員 、

設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 （ 平 成 1 1 年 厚 生 省 令 第 3 9 号 ） 第 1 2 条 若 し く は 第 4 9 条 に お い て 準 用 す る 第 1 2 条 、 介 護 老 人 保 健 施 設 の 人 員 、

施 設 及 び 設 備 並 び に 運 営 に 関 す る 基 準 第 1 4 条 若 し く は 第 5 0 条 に お い て 準 用 す る 第 1 4 条 、 健 康 保 険 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 附 則 第

1 3 0 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定 に よ り な お そ の 効 力 を 有 す る も の と さ れ た 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 第 1 5

条 若 し く は 第 5 0 条 に お い て 準 用 す る 第 1 5 条 、 指 定 地 域 密 着 型 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 （ 平 成 1 8 年 厚 生 労 働

省 令 第 3 4 号 ） 第 1 3 8 条 若 し く は 第 1 6 9 条 に お い て 準 用 す る 第 1 3 8 条 又 は 介 護 医 療 院 の 人 員 、 施 設 及 び 設 備 並 び に 運 営 に 関 す る 基 準

第 1 7 条 若 し く は 第 5 4 条 に お い て 準 用 す る 第 1 7 条 に お い て 作 成 す る こ と と さ れ て い る各計画の中に、栄養ケア計

画に相当する内容をそれぞれ記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画

の作成に代えることができるものとする。



Ⅰ）栄養補給

（補給方法、

エネルギー・たんぱく質・水分の補給量、

療養食の適用、

食事の形態等食事の提供に関する事項等）、

Ⅱ）栄養食事相談、

Ⅲ）課題解決のための関連職種の分担等

上記について、別紙様式４－２の様式例を参照の上、栄養ケア計画を作成

再掲



様式４－２



② 管理栄養士は、サービス担当者会議（入所（院）者に対する施設サービスの提
供に当たる担当者の会議）に出席し、栄養ケア計画原案を報告し、関連職種との
話し合いのもと、栄養ケア計画を完成させる。栄養ケア計画の内容を、施設サー
ビス計画にも適切に反映させる。

③ 医師は、栄養ケア計画の実施に当たり、その同意等を確認する。



エ 入所（院）者及び家族への説明

介護支援専門員等は、サービスの提供に際して、施設サービス計画に併せて栄
養ケア計画を入所（院）者又は家族に分かりやすく説明し、同意を得る。



オ 栄養ケアの実施

① サービスを担当する関連職種は、医師の指導等に基づき栄養ケア計画に基づ
いたサービスの提供を行う。

② 管理栄養士は、食事の提供に当たっては、給食業務の実際の責任者としての
役割を担う者（管理栄養士、栄養士、調理師等）に対して、栄養ケア計画に基づ
いて個別対応した食事の提供ができるように説明及び指導する。なお、給食業
務を委託している場合においては、委託業者の管理栄養士等との連携を図る。

③ 管理栄養士は、栄養ケア計画に基づいて、栄養食事相談を実施する。

④ 管理栄養士は、関連職種と共同して食事摂取状況や食事に関するインシデン
ト ・アクシデント事例等の把握を行う。



⑤ 管理栄養士は、栄養ケア提供の主な経過を記録する。記録の内容は、栄養補

給（食事の摂取量等）の状況や内容の変更、栄養食事相談の実施内容、課題解決

に向けた関連職種のケアの状況等について記録する。なお 、 指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設 の 人 員 、 設

備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 第 ８ 条 若 し く は 第 4 9 条 に お い て 準 用 す る 第 ８ 条 、 介 護 老 人 保 健 施 設 の 人 員 、 施 設 及 び 設 備 並 び に 運 営 に 関

す る 基 準 第 ９ 条 若 し く は 第 5 0 条 に お い て 準 用 す る 第 ９ 条 又 は 健 康 保 険 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 附 則 第 1 3 0 条 の ２ 第 １ 項 の 規 定

に よ り な お そ の 効 力 を 有 す る も の と さ れ た 指 定 介 護 療 養 型 医 療 施 設 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 第 1 0 条 若 し く は 第 5 0 条 に

お い て 準 用 す る 第 1 0 条 、 指 定 地 域 密 着 型 サ ー ビ ス の 事 業 の 人 員 、 設 備 及 び 運 営 に 関 す る 基 準 第 1 3 5 条 若 し く は 第 1 6 9 条 に お い て

準 用 す る 第 1 3 5 条 又 は 介 護 医 療 院 の 人 員 、 施 設 及 び 設 備 並 び に 運 営 に 関 す る 基 準 第 1 3 条 若 し く は 第 5 4 条 に お い て 準 用 す る 第 1 3

条 に 規 定 す るそれぞれのサービスの提供の記録において管理栄養士が栄養ケア提供

の経過を記録する場合にあっては、当該記録とは別に栄養ケア提供の経過を記

録する必要はないものとする。



カ 実施上の問題点の把握

管理栄養士又は関連職種は、栄養ケア計画の変更が必要となる状況を適宜把握
する。栄養ケア計画の変更が必要になる状況が確認された場合には、対応する
関連の職種へ報告するとともに計画の変更を行う。



キ モニタリングの実施

① 管理栄養士又は関連職種は、入所（院）者ごとの栄養状態に応じて、定期的に、
入所者の生活機能の状況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。その際、
栄養スクリーニング時に把握した入所（院）者ごとの低栄養状態のリスクのレベ
ルに応じ、それぞれのモニタリング間隔を設定し、入所者ごとの栄養ケア計画に
記載すること。その際、低栄養状態の低リスク者はおおむね３か月毎、低栄養状
態の高リスク者及び栄養補給法の移行（経管栄養法から経口栄養法への変更
等）の必要性がある者の場合には、おおむね２週間毎等適宜行う。ただし、低栄
養状態の低リスク者も含め、体重は１か月毎に測定する。

② 管理栄養士又は関連職種は、長期目標の達成度、体重等の栄養状態の改善状
況、栄養補給量等をモニタリングし、総合的な評価判定を行うとともに、サービ
スの質の改善事項を含めた、栄養ケア計画の変更の必要性を判断する。モニタ
リングの記録は、別紙様式４－１の様式例を参照の上、作成する。



様式４－１



ク 再栄養スクリーニングの実施

介護支援専門員は、管理栄養士と連携して、低栄養状態のリスクにかかわらず、栄養スク

リーニングを三か月毎に実施する。

ケ 栄養ケア計画の変更及び退所（院 ）時の説明等

栄養ケア計画の変更が必要な場合には、管理栄養士は、介護支援専門員に、栄養ケア計

画の変更を提案し、サービス担当者会議等において計画の変更を行う。

また、入所 （院 ）者の退所（院 ）時には、総合的な評価を行い、その結果を入所 （院 ）者又は

家族に分かりやすく説明するとともに、必要に応じて居宅介護支援専門員や関係機関と

の連携を図る。

コ 帳票の整理

栄養ケア ・マネジメントを実施している場合には、個別の高齢者の栄養状態に着目した栄

養管理が行われるため、検食簿、喫食調査結果、入所 （院 ）者の入退所簿及び食料品消費

日計等の食事関係書類（食事箋及び献立表を除く。 ） 、入所 （院 ）者年齢構成表及び給与

栄養目標量に関する帳票は、作成する必要がないこととする。



• 安全管理体制が整わなければ、減算になります。

• 栄養マネジメント加算が廃止になり、義務化されました。

• 減算になります

ポイント


